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報道関係者 各位 

令和９年分の扶養親族等申告書の手続きの開始  

〇日本年金機構がお支払いしている年金に係る「令和 9 年分 公的年金等の受給者の扶

養親族等申告書」（以下「令和 9 年分扶養親族等申告書」といいます。）は、令和 8 年 9

月 3 日（木）から順次、電子申請で提出できるようになります。スマートフォンやパソコン

から簡単に提出できますので、ぜひご利用ください。 

〇例年お送りしている紙の「令和 9 年分扶養親族等申告書」については、令和 8 年 9 月 7

日（月）から順次、対象のお客様へお送りします。 

〇令和 8 年度の税制改正に伴い、扶養親族等申告書の提出対象が拡大されました。その

ため、受給している老齢年金から所得税が源泉徴収されない方であっても、令和 9年分

扶養親族等申告書の提出が必要となる場合があります。 

１．「令和 9 年分扶養親族等申告書」の提出が必要な方 

令和 8年度税制改正に伴い、提出が必要な対象者が拡大されました。以下に該当する

方は、日本年金機構に扶養親族等申告書の提出が必要です。（※） 

（※）寡婦ひとり親や障害者に該当する、または、控除対象となる配偶者や親族を扶養して

いる方に限ります。詳しくは「４．扶養親族等申告書の提出が必要ない方」をご覧くださ

い。 

令和８年９月３日 

（照会先） 

特定事業部 

特定事業管理グループ長 川合 隆介 

（電話直通 ０３－６８６１－８１４１） 

経営企画部広報室 

  広報室長   金澤 美保 

（電話直通 ０３－６８９７－８０９２） 
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（１） 受給している老齢年金、退職年金が所得税の源泉徴収の対象となる方 

受給している年金額が、65 歳未満（※）の方は年間 164 万円以上、65 歳以上（※）の方は

年間 214 万円以上である方が所得税の源泉徴収の対象となります。 

（※）令和 9年 12月 31日時点の年齢。以下全て同じ。 

 

（２） 受給している老齢年金、退職年金が所得税の源泉徴収の対象ではないが、お住まいの

市区町村における住民税の非課税限度額以上の年金額である方 

住民税の非課税限度額は、市区町村ごとに 1 級地～3 級地に分類されており、お住ま

いの市区町村によって異なります（65 歳未満の方は 98 万円～105 万円、65 歳以上の方

は 148 万円～155 万円）。日本年金機構では、個々の市区町村ごとの非課税限度額を把

握することが困難であるため、受給している年金額が、65 歳未満の方は年間 98 万円以

上、65 歳以上の方は年間 148 万円以上である方に、令和 9 年分扶養親族等申告書のお

知らせをお送りします。 

お住まいの市区町村における住民税の非課税限度額については、日本年金機構ホー

ムページ「住民税の非課税限度額基準について」をご覧いただくか、お住まいの市区町村

にお問い合わせください。 

 

 

２．「令和 9 年分扶養親族等申告書」の電子申請サービス 

（１）受付期間及び件数 

対象のお客様 電子申請受付期間 
対象予定 

件数 

年金額が、以下の金額である老齢年金・退職年金の

受給者 

・65 歳未満の方 年間 164 万円以上 

・65 歳以上の方 年間 214 万円以上 

令和 8 年 9 月 3 日～ 

令和 8 年 10 月 20 日 
約 519 万件 

年金額が、以下の金額である老齢年金・退職年金の

受給者 

・65 歳未満の方 年間 98 万円以上 164 万円未満 

・65 歳以上の方 年間 148 万円以上 214 万円未満 

令和 8 年 10 月 2 日～ 

令和 8 年 10 月 20 日 
約 543 万件 

 

扶養親族等申告書は、マイナポータルから「ねんきんネット」を利用すれば、パソコンやス

マートフォンから簡単に電子申請で提出できます。電子申請なら、24 時間いつでも提出で

きます。さらに扶養親族等申告書を郵送する手間や切手代が不要となります。前年の申告

内容等があらかじめ入力されているため、入力も簡単ですので、ぜひご利用ください。 

 

 

「住民税の非課税限度額基準について」 

https://www.nenkin.go.jp/tokusetsu/fuyo_threshold.html 
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電子申請の方法について、詳しくは日本年金機構のホームページの「個人の方の電

子申請（扶養親族等申告書）」をご覧ください。提出方法を説明する動画も併せて掲

載しています。 

 

 

３．紙の「令和 9 年分扶養親族等申告書」の送付 

（１）送付時期、提出期限及び件数 

対象のお客様 送付時期 提出期限 
送付予定 

件数 

年金額が、以下の金額である老齢年金・ 

退職年金の受給者 

・65 歳未満の方 年間 164 万円以上 

・65 歳以上の方 年間 214 万円以上 

令和 8 年 9 月 7 日～ 

令和 8 年 9 月 30 日 

令和 8 年

10 月 20 日 

約 460 

万件 

年金額が、以下の金額である老齢年金・ 

退職年金の受給者 

・65 歳未満の方 

年間 98 万円以上 164 万円未満 

・65 歳以上の方 

年間 148 万円以上 214 万円未満 

令和 8 年 10 月 5 日～ 

令和 8 年 10 月 30 日 

令和 8 年

11 月 30 日 

約 526 

万件 

 

前年（令和 8 年）分以前の扶養親族等申告書を電子申請で提出いただいた方や、事前

に「ねんきんネット」で扶養親族等申告書のペーパーレス化登録をしていただいた方には、

紙の扶養親族等申告書は送付せず、マイナポータルのお知らせや「ねんきんネット」のお

知らせメールでご案内を行います。パソコンやスマートフォンから電子申請で提出ください。

提出期限（令和 8 年 10 月 20 日）までに提出がない方へは、令和 8 年 11 月に、別途ご案

内のハガキをお送りします。 

また、年金を受給している方の生年月日が「昭和 36 年 1 月 2 日以降」である方へは、紙

の扶養親族等申告書（下記（２）の①）は送付せず、電子申請による提出の手引き等（下記

（２）の②、③、④）を送付します。パソコンやスマートフォンから電子申請で提出ください。提

出期限（令和 8 年 10 月 20 日）までに提出がない方へは、令和 8 年 11 月に、改めて紙の

扶養親族等申告書（下記（２）の①、③④⑤）をお送りします。 

 

（２）送付する書類 

送付する書類は、以下の 4 点です。なお、前年（令和 8 年）分の扶養親族等申告書を提

出された方へは「継続用」を、提出していない方へは「新規用」をお送りします。 

 

 

 

https://www.nenkin.go.jp/tokusetsu/denshi_fuyo.html 
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① 「令和 9 年分 公的年金等の受給者の扶養親族等申告書」 

 （継続用は別添 1-1、新規用は別添 1-2）（※） 

（※）昭和 36年 1月 2日以降生まれの方へは同封しません。 

② 「令和 9 年分扶養親族等申告書のご案内」 

（別添 2 継続用・新規用共通）（※） 

（※）昭和 36年 1月 2日以降生まれの方へのみ同封します。 

③ 「大切なお知らせ」 （別添 3 継続用・新規用共通） 

④ 「扶養親族等申告書作成と提出の手引き」【スマートフォン等で提出する場合】 

（継続用は別添 4-1、新規用は別添 4-2）（※） 

（※）旧法老齢年金（昭和 61年 3月 31日以前に受給権が発生した老齢年金）を受給している

方（旧公社（JR・JT・NTT）及び農林共済の記録が日本年金機構に移管された旧法退職年金

は除く）は電子申請の対象とならないため、同封していません。 

⑤ 「扶養親族等申告書作成と提出の手引き」【紙の申告書を提出する場合】 

（継続用は別添 5-1、新規用は別添 5-2） 

 

（３）扶養親族等申告書の提出方法 

紙の扶養親族等申告書の提出方法については、３（２）⑤の「扶養親族等申告書作成と

提出の手引き」【紙の申告書を提出する場合】と日本年金機構のホームページの「『令和 9

年分 公的年金等の受給者の扶養親族等申告書』の紙の提出方法」をご覧ください。提出

方法を説明する動画も併せて掲載しています。 

電子申請で提出する方は、日本年金機構からお送りする紙の扶養親族等申告書の提

出は必要ありません。 

 

４．扶養親族等申告書の提出が必要ない方 

（１）各種控除に該当しない方 

以下の全てに該当する方は、所得税や住民税の各種控除に該当しないため、扶養親

族等申告書を提出する必要はありません。 

・ご本人が障害者またはひとり親（寡婦）に該当しない。 

・控除対象となる配偶者または親族（※1）を扶養していない。 

・退職手当を受ける見込みのある配偶者または親族（※2）を扶養していない。 

（※1）年間所得見積額が配偶者は 95万円以下、配偶者以外の親族は 62万円以下（19歳～

22歳の場合は 85 万円以下）の方に限ります。 

（※2）退職所得を除いた年間所得見積額が配偶者は 95万円以下、配偶者以外の親族は 62 

万円以下（19歳～22 歳の場合は 85万円以下）の方に限ります。 

 

令和 8 年度の税制改正により、所得税の控除対象となる配偶者または配偶者以外の

親族の所得要件が一部変更になっています。詳しくは３（２）③の「大切なお知らせ」や日本

年金機構ホームページをご覧ください。 

 

 

 



5 

 

 

 

（２）お住まいの市区町村における住民税の非課税限度額に満たない年金額である方 

日本年金機構から扶養親族等申告書が送付された方であっても、受給している老齢年

金・退職共済年金の金額（年額）が、お住まいの市区町村における住民税の「単身者の非

課税限度額」に満たない場合は、扶養親族等申告書を提出する必要はありません。 

 

５．扶養親族等申告書のお問い合わせは日本年金機構ホームページをご覧ください。 

（１）扶養親族等申告書相談チャット 

扶養親族等申告書に関する一般的なお問い合わせに、対話形式により自動で 24 時間

いつでも対応できる相談チャットを開設しています。 

 

 

（２）日本年金機構ホームページ 

日本年金機構ホームページでは、扶養親族等申告書の提出方法の説明動画、提出方

法の詳細や年間所得の計算方法、Q&A などがご覧いただけます。 

 

 

（３）扶養親族等申告書お問い合わせダイヤル 

（１）および（２）で解決できないお問い合わせは、お電話でも承ります。 

 

扶養親族等申告書お問い合わせダイヤル  ０５７０－０８１－２４０ （ナビダイヤル） 

050 から始まる電話でおかけになる場合は (東京) ０３－６８３７－９９３２ 

お問合せ時間：月 曜 日   午前 8:30～午後 7:00 

火～金曜日 午前 8:30～午後 5:15 

第２土曜日 午前 9:30～午後 4:00 

 

※月曜日が祝日の場合は、翌日以降の開所日初日に午後 7:00 までお受けします。 

※土日、祝日（第２土曜日を除く）、12月 29日～1月 3日はご利用いただけません。 

 

以上 

https://www.nenkin.go.jp/service/seidozenpan/chatbot.html 

https://www.nenkin.go.jp/tokusetsu/denshi_fuyo.html 



配偶者障害
該当なしの場合は記入不要

1.普通
障害

2.特別
障害

提　出　期　限

上記以外の場合

電話番号

氏　名

1.夫 2.妻

控除対象となる配偶者

    配偶者の区分
源泉控除対象配偶者または

障害者に該当する同一生計配偶者

氏 名

生年月日

続 柄

５

令和8年10月20日

フリガナ

年 月 日

機構
使用欄

個人番号
（マイナンバー）

フリガナ

提出年月日 令和　 　年　 　月　 　日

前年から「変更なし」で申告します。

前年から「変更あり」で申告します。
「作成と提出の手引き」をご覧のうえ、変更がない箇所も
含め、該当項目をご確認ください。

ア

イ

０

受　給　者Ａ

　提出年月日およびⒶ受給者欄にご本人の氏名、電話番号を

　記入し、ご提出ください。他の項目はご記入不要です。

年間所得の見積額を計算し、右の欄に　
ご記入ください（収入がない方はゼロ　
を記入）。

６

７
国外居住の有無

国内居住の場合は記入不要

1.非居住者

配偶者の所得見積額が62万円
以下かつ70歳以上の場合に該当

退職所得あり

万円

退職所得がある方は、右の欄に〇をした

うえで、上記金額から退職所得を除いた

金額をご記入ください（退職所得がない

方は記入不要です）。

８

配偶者の収入が年金のみで、
下記1、2のどちらかに該当の方は  
右の欄に○をしてください。
１．65歳以上の場合、年金額が
　　172万円以下の方　
２．65歳未満の場合、年金額が

　　122万円以下の方

Ｂ

万円

※扶養親族（16歳未満）の記載は、地方税法第45条の3の3および第317条の3の3の規定による「公的年金等の受給者の扶養親族等申告書」の記載を兼ねています。
2609 1034 001

※令和9年分扶養親族等申告書をスマートフォン等で電子申請により
提出した場合は、本用紙の提出は不要です。

同居等の区分

配偶者老人区分

 本人障害

 本人所得 年間所得の見積額が900万円を超える
場合は右の欄に○をしてください。

３

１

寡婦等
本人の年間所得見積額
500万円以下

退職所得があり
退職所得を除いた
所得で要件に該当

２

地方税（個人住民税）控除のみ

特定・老人の種別

障 害
 該当なしの
 場合は
 記入不要

続 柄
源泉控除対象親族（16歳以上）
または扶養親族（16歳未満）※

氏 名

氏 名

フリガナ

個人番号
（マイナンバー）

個人番号
（マイナンバー）

　　扶養親族等　（３人目以降は裏面にご記入ください）Ｃ

年 月 日

機構
使用欄

フリガナ

機構
使用欄

国外居住の有無

国内居住の場合は記入不要10

11 12 13

９

1.同居 2.別居

国外居住

生年月日 年間所得の見積額同居等の区分

3 子
4 孫
5 父母祖父母

6 兄弟姉妹

7 その他

8 甥姪等

9 三親等以内

3 子
4 孫
5 父母祖父母

6 兄弟姉妹

7 その他

8 甥姪等

9 三親等以内

年 月 日

19歳～22歳は85万円、それ以外は62万円
を超える場合、控除額計算の対象外です。

下記    ～    は該当なしの場合は記入不要です。１ ３

機構
使用欄

４

1.寡婦
（子がいない女性の方）

2.ひとり親
（子がいる方）

5.ひとり親4.寡婦

1.普通障害 2.特別障害

1.明 3.大 5.昭 7.平

3.大 5.昭

7.平 9.令

1.明

3.大 5.昭

7.平 9.令

1.明

1．特定　 2．老人

1．特定　 2．老人

1.普通
障害

2.特別
障害

1.普通
障害

2.特別
障害

1.同居 2.別居

国外居住

3.留学

4.障害者

2.30歳未満
 70歳以上

5.年38万円
以上送金

3.留学

4.障害者

2.30歳未満
 70歳以上

5.年38万円
以上送金

退職所得

がある方

退職所得

がある方

62万円以下

62万円超～85万円以下

85万円超

62万円以下

62万円超～85万円以下

85万円超

退職所得を除いた金額が
62万円超～85万円以下

退職所得を除いた金額が
62万円以下

1.同居 2.別居

2.老人

退職所得を除いた金額が
62万円超～85万円以下

退職所得を除いた金額が
62万円以下

ネンキン　タロウ

昭和33年11月30日

ネンキン ハナコ

年金　　　花子

33 5 3

収録済 * * * * * * * * * * * *

収録済 * * * * * * * * * * * *

未収録

ネンキン イチロウ

年金　　　一郎 7 6 11

ネンキン 　ジロウ

年金　　　次郎
9 4 12

令和　　　年分　公的年金等の受給者の扶養親族等申告書9
【別添１-１】継続用

6



   年金の支払者　官署支出官　厚生労働省年金局事業企画課長

                                    法人番号　6000012070001

　　扶養親族等 （ 続 き ）　

摘要

14

　　摘　要　欄Ｄ

特定・老人の種別
続 柄

氏 名

氏 名

フリガナ

個人番号
（マイナンバー）

個人番号
（マイナンバー）

Ｃ

機構
使用欄

フリガナ

機構
使用欄

国外居住の有無

国内居住の場合は記入不要

12

氏 名

個人番号
（マイナンバー）

フリガナ

機構
使用欄

氏 名

個人番号
（マイナンバー）

フリガナ

機構
使用欄

氏 名

個人番号
（マイナンバー）

フリガナ

機構
使用欄

氏 名

個人番号
（マイナンバー）

フリガナ

障 害
 該当なしの
 場合は
 記入不要

11

機構
使用欄

源泉控除対象親族（16歳以上）
または扶養親族（16歳未満）※

９

※扶養親族（16歳未満）の記載は、地方税法第45条の3の3 
   および第317条の3の3の規定による「公的年金等の受給者   
   の扶養親族等申告書」の記載を兼ねています。

10

同居等の区分生年月日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

3 子
4 孫
5 父母祖父母

6 兄弟姉妹

7 その他

8 甥姪等

9 三親等以内

3 子
4 孫
5 父母祖父母

6 兄弟姉妹

7 その他

8 甥姪等

9 三親等以内

3 子
4 孫
5 父母祖父母

6 兄弟姉妹

7 その他

8 甥姪等

9 三親等以内

3 子
4 孫
5 父母祖父母

6 兄弟姉妹

7 その他

8 甥姪等

9 三親等以内

3 子
4 孫
5 父母祖父母

6 兄弟姉妹

7 その他

8 甥姪等

9 三親等以内

3 子
4 孫
5 父母祖父母

6 兄弟姉妹

7 その他

8 甥姪等

9 三親等以内

年間所得の見積額

13

62万円以下

62万円超～85万円以下

85万円超

19歳～22歳は85万円、それ以外は62万円
を超える場合、控除額計算の対象外です。

3.大 5.昭

7.平 9.令

1.明

3.大 5.昭

7.平 9.令

1.明

3.大 5.昭

7.平 9.令

1.明

3.大 5.昭

7.平 9.令

1.明

3.大 5.昭

7.平 9.令

1.明

3.大 5.昭

7.平 9.令

1.明

1．特定　  2．老人

1．特定　  2．老人

1．特定　  2．老人

1．特定　  2．老人

1．特定　  2．老人

1．特定　  2．老人

1.普通
　 障害

2.特別
　 障害

1.普通
　 障害

2.特別
　 障害

1.普通
　 障害

2.特別
　 障害

1.普通
　 障害

2.特別
　 障害

1.普通
　 障害

2.特別
　 障害

1.普通
　 障害

2.特別
　 障害

1.同居 2.別居

1.同居 2.別居

1.同居 2.別居

1.同居 2.別居

1.同居 2.別居

1.同居 2.別居

国外居住

国外居住

国外居住

国外居住

国外居住

国外居住

3.留学

4.障害者

2.30歳未満
   70歳以上

5.年38万円
　以上送金

3.留学

4.障害者

2.30歳未満
   70歳以上

5.年38万円
　以上送金

3.留学

4.障害者

2.30歳未満
   70歳以上

5.年38万円
　以上送金

3.留学

4.障害者

2.30歳未満
   70歳以上

5.年38万円
　以上送金

3.留学

4.障害者

2.30歳未満
   70歳以上

5.年38万円
　以上送金

3.留学

4.障害者

2.30歳未満
   70歳以上

5.年38万円
　以上送金

退職所得

がある方

退職所得

がある方

退職所得

がある方

退職所得

がある方

退職所得

がある方

退職所得

がある方

62万円以下

62万円超～85万円以下

85万円超

62万円以下

62万円超～85万円以下

85万円超

62万円以下

62万円超～85万円以下

85万円超

62万円以下

62万円超～85万円以下

85万円超

62万円以下

62万円超～85万円以下

85万円超

退職所得を除いた金額が
62万円超～85万円以下

退職所得を除いた金額が
62万円以下

退職所得を除いた金額が
62万円超～85万円以下

退職所得を除いた金額が
62万円以下

退職所得を除いた金額が
62万円超～85万円以下

退職所得を除いた金額が
62万円以下

退職所得を除いた金額が
62万円超～85万円以下

退職所得を除いた金額が
62万円以下

退職所得を除いた金額が
62万円超～85万円以下

退職所得を除いた金額が
62万円以下

退職所得を除いた金額が
62万円超～85万円以下

退職所得を除いた金額が
62万円以下

〒ｘｘｘ-ｘｘｘｘ

杉並区　高井戸西　ｘ－○○ー△△

　　　　　　　　　　　　　　

年金　太郎　　　様

裏 面

【別添１-１】継続用
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配偶者障害
該当なしの場合は記入不要

1.普通
障害

2.特別
障害

提　出　期　限

上記以外の場合

電話番号

氏　名

1.夫 2.妻

控除対象となる配偶者

    配偶者の区分
源泉控除対象配偶者または

障害者に該当する同一生計配偶者

氏 名

生年月日

続 柄

５

令和8年10月20日

フリガナ

年 月 日

機構
使用欄

個人番号
（マイナンバー）

フリガナ

提出年月日 令和　 　年　 　月　 　日

受　給　者Ａ

年間所得の見積額を計算し、右の欄に　
ご記入ください（収入がない方はゼロ　
を記入）。

６

７
国外居住の有無

国内居住の場合は記入不要

1.非居住者

配偶者の所得見積額が62万円
以下かつ70歳以上の場合に該当

退職所得あり

万円

退職所得がある方は、右の欄に〇をした

うえで、上記金額から退職所得を除いた

金額をご記入ください（退職所得がない

方は記入不要です）。

８

配偶者の収入が年金のみで、
下記1、2のどちらかに該当の方は  
右の欄に○をしてください。
１．65歳以上の場合、年金額が
　　172万円以下の方　
２．65歳未満の場合、年金額が

　　122万円以下の方

Ｂ

万円

※扶養親族（16歳未満）の記載は、地方税法第45条の3の3および第317条の3の3の規定による「公的年金等の受給者の扶養親族等申告書」の記載を兼ねています。
2609 1034 002

※令和9年分扶養親族等申告書をスマートフォン等で電子申請により
提出した場合は、本用紙の提出は不要です。

同居等の区分

配偶者老人区分

 本人障害

 本人所得 年間所得の見積額が900万円を超える
場合は右の欄に○をしてください。

３

１

寡婦等
本人の年間所得見積額
500万円以下

退職所得があり
退職所得を除いた
所得で要件に該当

２

地方税（個人住民税）控除のみ

特定・老人の種別

障 害
 該当なしの
 場合は
 記入不要

続 柄
源泉控除対象親族（16歳以上）
または扶養親族（16歳未満）※

氏 名

氏 名

フリガナ

個人番号
（マイナンバー）

個人番号
（マイナンバー）

　　扶養親族等　（３人目以降は裏面にご記入ください）Ｃ

年 月 日

機構
使用欄

フリガナ

機構
使用欄

国外居住の有無

国内居住の場合は記入不要10

11 12 13

９

1.同居 2.別居

国外居住

生年月日 年間所得の見積額同居等の区分

3 子
4 孫
5 父母祖父母

6 兄弟姉妹

7 その他

8 甥姪等

9 三親等以内

3 子
4 孫
5 父母祖父母

6 兄弟姉妹

7 その他

8 甥姪等

9 三親等以内

年 月 日

19歳～22歳は85万円、それ以外は62万円
を超える場合、控除額計算の対象外です。

下記    ～    は該当なしの場合は記入不要です。１ ３

機構
使用欄

４

1.寡婦
（子がいない女性の方）

2.ひとり親
（子がいる方）

5.ひとり親4.寡婦

1.普通障害 2.特別障害

1.明 3.大 5.昭 7.平

3.大 5.昭

7.平 9.令

1.明

3.大 5.昭

7.平 9.令

1.明

1．特定　 2．老人

1．特定　 2．老人

1.普通
障害

2.特別
障害

1.普通
障害

2.特別
障害

1.同居 2.別居

国外居住

3.留学

4.障害者

2.30歳未満
 70歳以上

5.年38万円
以上送金

3.留学

4.障害者

2.30歳未満
 70歳以上

5.年38万円
以上送金

退職所得

がある方

退職所得

がある方

62万円以下

62万円超～85万円以下

85万円超

62万円以下

62万円超～85万円以下

85万円超

退職所得を除いた金額が
62万円超～85万円以下

退職所得を除いた金額が
62万円以下

1.同居 2.別居

2.老人

退職所得を除いた金額が
62万円超～85万円以下

退職所得を除いた金額が
62万円以下

ネンキン　タロウ

昭和33年11月30日

令和　　　年分　公的年金等の受給者の扶養親族等申告書9
【別添１-２】新規用
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   年金の支払者　官署支出官　厚生労働省年金局事業企画課長

    法人番号　6000012070001

　　扶養親族等 （ 続 き ）　

摘要

14

　　摘　要　欄Ｄ

特定・老人の種別
続 柄

氏 名

氏 名

フリガナ

個人番号
（マイナンバー）

個人番号
（マイナンバー）

Ｃ

機構
使用欄

フリガナ

機構
使用欄

国外居住の有無

国内居住の場合は記入不要

12

氏 名

個人番号
（マイナンバー）

フリガナ

機構
使用欄

氏 名

個人番号
（マイナンバー）

フリガナ

機構
使用欄

氏 名

個人番号
（マイナンバー）

フリガナ

機構
使用欄

氏 名

個人番号
（マイナンバー）

フリガナ

障 害
 該当なしの
 場合は
 記入不要

11

機構
使用欄

源泉控除対象親族（16歳以上）
または扶養親族（16歳未満）※

９

※扶養親族（16歳未満）の記載は、地方税法第45条の3の3
および第317条の3の3の規定による「公的年金等の受給者
の扶養親族等申告書」の記載を兼ねています。

10

同居等の区分生年月日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

3 子
4 孫
5 父母祖父母

6 兄弟姉妹

7 その他

8 甥姪等

9 三親等以内

3 子
4 孫
5 父母祖父母

6 兄弟姉妹

7 その他

8 甥姪等

9 三親等以内

3 子
4 孫
5 父母祖父母

6 兄弟姉妹

7 その他

8 甥姪等

9 三親等以内

3 子
4 孫
5 父母祖父母

6 兄弟姉妹

7 その他

8 甥姪等

9 三親等以内

3 子
4 孫
5 父母祖父母

6 兄弟姉妹

7 その他

8 甥姪等

9 三親等以内

3 子
4 孫
5 父母祖父母

6 兄弟姉妹

7 その他

8 甥姪等

9 三親等以内

年間所得の見積額

13

62万円以下

62万円超～85万円以下

85万円超

19歳～22歳は85万円、それ以外は62万円
を超える場合、控除額計算の対象外です。

3.大 5.昭

7.平 9.令

1.明

3.大 5.昭

7.平 9.令

1.明

3.大 5.昭

7.平 9.令

1.明

3.大 5.昭

7.平 9.令

1.明

3.大 5.昭

7.平 9.令

1.明

3.大 5.昭

7.平 9.令

1.明

1．特定　 2．老人

1．特定　 2．老人

1．特定　 2．老人

1．特定　 2．老人

1．特定　 2．老人

1．特定　 2．老人

1.普通
障害

2.特別
障害

1.普通
障害

2.特別
障害

1.普通
障害

2.特別
障害

1.普通
障害

2.特別
障害

1.普通
障害

2.特別
障害

1.普通
障害

2.特別
障害

1.同居 2.別居

1.同居 2.別居

1.同居 2.別居

1.同居 2.別居

1.同居 2.別居

1.同居 2.別居

国外居住

国外居住

国外居住

国外居住

国外居住

国外居住

3.留学

4.障害者

2.30歳未満
 70歳以上

5.年38万円
以上送金

3.留学

4.障害者

2.30歳未満
 70歳以上

5.年38万円
以上送金

3.留学

4.障害者

2.30歳未満
 70歳以上

5.年38万円
以上送金

3.留学

4.障害者

2.30歳未満
 70歳以上

5.年38万円
以上送金

3.留学

4.障害者

2.30歳未満
 70歳以上

5.年38万円
以上送金

3.留学

4.障害者

2.30歳未満
 70歳以上

5.年38万円
以上送金

退職所得

がある方

退職所得

がある方

退職所得

がある方

退職所得

がある方

退職所得

がある方

退職所得

がある方

62万円以下

62万円超～85万円以下

85万円超

62万円以下

62万円超～85万円以下

85万円超

62万円以下

62万円超～85万円以下

85万円超

62万円以下

62万円超～85万円以下

85万円超

62万円以下

62万円超～85万円以下

85万円超

退職所得を除いた金額が
62万円超～85万円以下

退職所得を除いた金額が
62万円以下

退職所得を除いた金額が
62万円超～85万円以下

退職所得を除いた金額が
62万円以下

退職所得を除いた金額が
62万円超～85万円以下

退職所得を除いた金額が
62万円以下

退職所得を除いた金額が
62万円超～85万円以下

退職所得を除いた金額が
62万円以下

退職所得を除いた金額が
62万円超～85万円以下

退職所得を除いた金額が
62万円以下

退職所得を除いた金額が
62万円超～85万円以下

退職所得を除いた金額が
62万円以下

〒ｘｘｘ-ｘｘｘｘ

杉並区　高井戸西　ｘ－○○ー△△

年金　太郎　 　様

裏 面

【別添１-２】新規用
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令和9年分の扶養親族等申告書のご案内

扶養親族等申告書の提出は電子申請が便利です！

電子申請による提出の方法

「マイナンバー」
ＰＲキャラクター

マイナちゃん

いつでも
手続きできます

郵送する手間や
切手代も不要です

電子申請のメリット

提出した内容の
確認・訂正が
できます

「ねんきんネット」
マスコットキャラクター

ねんきん太郎

同封している「大切なお知らせ」をご覧いただき、扶養親族等申告書（以下「申告書」といいます。）の

提出が必要である場合は、マイナンバーカードとスマートフォン等を使用して、電子申請に

てご提出ください。

同封している「作成と提出の手引き」をご覧ください。

『日本年金機構ホームページ』では、提出方法の説明動画や申告書の提出方法の詳細、

年間所得の計算方法、申告書に関するＱ＆Ａ等がご覧いただけます。

不明な点は裏面のお問い合わせ先をご覧ください。

電子申請を利用せず、紙での提出を希望される
場合は、裏面をご覧いただき、紙の申告書を
入手のうえ郵送にて提出してください。

『日本年金機構ホームページ』

https://www.nenkin.go.jp/

tokusetsu/denshi_fuyo.html https://myna.go.jp

マイナポータルについて詳しく
はこちら

https://img.myna.go.jp/

manual/sitemap.html

マイナポータルの操作方法は
『マイナポータル操作マニュアル』
をご覧ください。

お問い合わせ先は
裏面をご覧ください。

令和8年10月20日提出期限

2609 1034 008

【別添２】
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お問い合わせ先

1. 『扶養親族等申告書相談チャット』

1. 電子申請を利用せず、紙による申告書の提出を希望する場合は、以下のいずれかの方法で、
紙の扶養親族等申告書（※）を入手してください。

2. 必要事項を記入のうえ、封筒に切手を貼って、以下の宛先に郵送してください。

① 日本年金機構ホームページからダウンロード

3．日本年金機構ホームページ等で解決できないご照会はお電話でも承ります。
『扶養親族等申告書お問い合わせダイヤル』

※お問い合わせの際は、基礎年金番号、照会番号、個人番号がわかるものをご用意ください。
※050から始まる電話等ナビダイヤルをご利用いただけない電話でおかけになる場合は　　※（東京） 0 3－6 8 3 7－9 9 3 2

※入手できる申告書は、お客様の情報が記載されていないものです。

『ねんきん自動音声送付受付サービス』

提出先：〒119-0314  日本年金機構  令和9年分申告書受付担当宛

050-3319-3152

※1  月曜日が祝日の場合は、翌日以降の平日初日に19:00まで受け付けます。
※2  第2土曜日以外の土・日・祝日、12/29～1/3はご利用いただけません。

受付時間：月曜日※1 8:30～19:00
 火～金曜日     8:30～17:15
第2土曜日※2   9:30～16:00

・「ナビダイヤル」は、一般の固定電話からおかけになる場合、全国どこからでも市内通話料金でご利用できます。
携帯電話等、一般固定電話以外からおかけになる場合は、通常の通話料金がかかります。なお、通話料定額プランの対象外です。

・「03-6837-9932」におかけになる場合は、通常の通話料金がかかります。
・「0570」の最初の「0」を省略したり、市外局番を付けたりして間違い電話になるケースが発生しています。おかけ間違いのないよう
ご注意ください。

2. 『日本年金機構ホームページ』

紙により申告書の提出を希望する場合

紙の申告書は『日本年金機構ホームページ』
からダウンロードできます。

② ねんきん自動音声送付受付サービスで入手

『ねんきん自動音声送付受付サービス』にお電話いただくと、紙の申告書をお送りすることができます。

受付時間 ： 8 : 00  ～  23 : 30 （土曜日、日曜日、祝日を含む）

上記の郵便番号は申告書の提出専用です。送付先住所は記入不要です。

お客様に大きなメリットがあるスマートフォン等での提出をご案内するため、電子申請の案内を送付
しております。
表面に記載している提出期限までに電子申請によるご提出がない場合、令和8年11月以降に改めて
紙の申告書をお送りする予定です。

・ご利用には「基礎年金番号」「生年月日」「郵便番号」「電話番号」が必要です。「基礎年金番号」がわかるもの

をご用意ください。

・音声ガイダンスにしたがって手続きをしてください。最後まで入力が完了しないと受付ができません。

・日本年金機構に登録されている日本国内のご本人様の住所あてに送付します。

・受付後、10日～2週間程度で日本年金機構より発送します。

・入力に不備があった場合は、050から始まる電話番号からお電話する場合があります。

https://www.nenkin.go.jp/service/seidozenpan/chatbot.html

https://www.nenkin.go.jp/

tokusetsu/denshi_fuyo.html

https://www.nenkin.go.jp/tokusetsu/denshi_fuyo.html

0 5 7 0 - 0 8 1 - 2 4 0 （ナビダイヤル）

【別添２】
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※お問い合わせの際は、基礎年金番号、照会番号、個人番号がわかるものをご用意ください。

※050から始まる電話等ナビダイヤルをご利用いただけない電話でおかけになる場合は

・「ナビダイヤル」は、一般の固定電話からおかけになる場合、全国どこからでも市内通話料金でご利用できます。

携帯電話等、一般固定電話以外からおかけになる場合は、通常の通話料金がかかります。なお、通話料定額プランの対象外です。

・「03-6837-9932」におかけになる場合は、通常の通話料金がかかります。

・「0570」の最初の「0」を省略したり、市外局番を付けたりして間違い電話になるケースが発生しています。おかけ間違いのないようご注意ください。

１. 『扶養親族等申告書相談チャット』

３．日本年金機構ホームページ等で解決できないご照会はお電話でも承ります。

２. 『日本年金機構ホームページ』

受付時間：月曜日※1

火～金曜日 8:30～17:15
※2 第2土曜日以外の土・日・祝日、12/29～1/3はご利用いただけません。

※1 月曜日が祝日の場合は、翌日以降の平日初日に19:00まで受け付けます。

9:30～16:00第2土曜日※2

(東京)０３ー６８３７ー９９３２

※「親族関係書類」とは、次の①または②のいずれかの書類で、その非居住者があなたの配偶者または親族であることを証するものをいいます。

国内に住所を有さず、かつ、現在まで引き続いて１年以上国内に居所を有しない方を控除対象として申告する

場合、一定の要件があり、『親族関係書類』（※）を添付して提出することが必要です（電子申請は利用できません）。

詳しくは日本年金機構ホームページをご覧ください。

●「寡婦」・「ひとり親」とは

受給者本人が現在結婚をしてい

ない方、または配偶者の生死が

明らかでない方で、右図の条件

に該当する方（※１）です。

●「普通障害者」・「特別障害者」とは

所得税法上の障害者は、その障害の程度により、「普通障

害者」と「特別障害者」に区分されます（障害年金の等級と

は一致しません）。代表的な例は次のとおりです。その他

については『日本年金機構ホームページ』をご覧いただく

か、年金事務所または税務署にお問い合わせください。

2.特別障害者1.普通障害者障害の内容

精神障害者保健福
祉手帳の障害の
等級が１級の方

右の等級以外
の方

精神に障害がある方で
精神障害者
保健福祉手帳の交付を
受けている方

障害の程度が１級
または２級の方

障害の程度が
３級から６級の方

身体上の障害がある方
で身体障害者手帳の交
付を受けている方

０５７０-０８１-２４０（ナビダイヤル）

※1 住民票の続柄欄に「夫（未届）」「妻（未届）」、またはこれらと同様の記載がある場合を除きます。

※2 500万円を超える所得がある方は所得税の控除対象になりませんが、退職所得を除くと500万円以下となる場合は、

地方税の控除対象となります。その場合は「地方税控除のみ」（電子申請では「退職所得を除くと該当」）を選択してください。

※3 他の方と生計を一にする配偶者（所得額62万円以下に限る）、扶養親族になっておらず、受給者本人と生計を一にする所得額

62万円以下の子に限ります（税制改正により、「所得額58万円以下」から「所得額62万円以下」へ引き上げられました）。

子に62万円を超える所得がある場合は所得税の控除対象になりませんが、退職所得を除くと62万円以下となる場合は、地方

税の控除対象となります。その場合は「地方税控除のみ」（電子申請では「退職所得を除くと該当」）を選択してください。

① 戸籍の附票の写しその他の国または地方公共団体が発行した書類、およびその配偶者または親族の旅券の写し

なお、これらの書類が外国語で作成されている場合は、日本語での翻訳文が必要になります。

② 外国政府または外国の地方公共団体が発行した書類(その配偶者または親族の氏名、生年月日および住所または居所の記載があるものに限ります)

『扶養親族等申告書お問い合わせダイヤル』

8:30～19:00

・旅券の写しについては、国外にお住まいの方の氏名、生年月日等が記載されている身分事項のページの写しが必要です。

・外国政府または外国の地方公共団体が発行した書類は、具体的には、「戸籍謄本その他これに類する書類」「出生証明書」「婚姻証明書」等が該当します。

また、留学により国内に住所を有しなくなった親族（配偶者を除く）を申告する場合は、上記の親族関係書類に加え、現地の査証（ビザ）または在留カードの

写しで、対象の方が留学の在留資格に相当する資格をもって国外に在留することにより国内に住所および居所を有しなかった旨を証する書類を添付して

ください（これらのものが外国語で作成されている場合は、これらの翻訳文も必要です）。

控除の区分配偶者との関係扶養親族等の要件
受給者本人
の性別

本人の所得

ひとり親
死別・離婚・生死不明
婚姻歴なし

子（※3）がいる男性

５００万円
以下（※2）

ひとり親
死別・離婚・生死不明
婚姻歴なし

子（※3）がいる

女性 寡婦死別・生死不明扶養親族がいない

寡婦死別・離婚・生死不明子以外の扶養親族がいる

その他の用語等の説明（概要）

国外にお住まい（非居住者）の配偶者・親族がいる場合

お問い合わせ先

https://www.nenkin.go.jp/service/

seidozenpan/chatbot.html

https://www.nenkin.go.jp/tokusetsu/

denshi_fuyo.html

該当しない

扶養していない

いない

提出すると、受給して

いる老齢年金から徴収

される所得税や翌年の

個人住民税で該当する

控除が受けられます。

該当
する

（※5）

同封の「作成と提出の手引き」をご覧いただく必要はありません。

提出が必要

扶養
して
いる

提出が不要

(2)ご本人が障害者または

寡婦・ひとり親（※3）に該当しますか？

いる

※前年申告からの変更が

ない場合も、該当する

控除を受けるには、

毎年提出が必要です。

電子申請なら、切手代がか

かりません。ぜひご利用くだ

さい。

または住民税の課税対象（※２）となる金額ですか？

同封の「作成と提出の

手引き」をご覧いただ

き、申告書をご提出く

ださい。

・配偶者

・19歳～22歳の親族 ：年間所得見積額が85万円以下の方

・19歳～22歳以外の親族 ：年間所得見積額が62万円以下の方

(3)控除対象となる

スマートフォン等に

よる電子申請を

ご検討ください。

お問合せ先は４ページを参照

※5 提出不要の方も、提出が必要な方と同様に、基礎控除を受けることができ

ます。所得税の税率は5.105％です。

配偶者または親族を扶養していますか？

：年間所得見積額が95万円以下の方

電子申請が可能な方には

電子申請の案内を同封して

います。

※

※

2 「単身者の非課税限度額」以上の年金額である方。年金額が65歳以上は年額148万円～

155万円以上、65歳未満は年額98万円～105万円以上で、金額はお住まいの市区町村

ごとに異なります。詳しくは市区町村にお問い合わせいただくか、右の二次元コードから

日本年金機構ホームページをご覧ください。

税制改正により、扶養親族等申告書の提出対象が住民税の課税対象者にも拡大されました。

以下の図で提出が必要か判断のうえ、令和9年分の扶養親族等申告書の提出をお願いします。

1 受給している年金が65歳以上は年額214万円以上、65歳未満は年額164万円以上の方。

老齢基礎年金を受給し退職共済年金の年金額が137万円以上の方。

条件に該当しない 上記の条件に該当する

(1)受給している年金が所得税の源泉徴収対象（※1）

※3 障害者、寡婦・ひとり親の要件については、4ページをご覧ください。

最初にご覧ください 大切なお知らせ

控除対象となる方の所得上限が引き上げられました。

配偶者または親族が新たに控除対象となる場合があります。

上記条件に該当する方を扶養しているか、改めてご確認ください。

詳しくは２ページをご覧ください。

確認のポイント 控除対象が更に拡大しました！

退職手当を受ける見込みの方（※4）がいますか？

※4 退職所得を除いた年間所得見積額が、配偶者は95万円以下、配偶者以外

の親族は62万円以下（19歳～22歳は85万円以下）の方に限ります。

(4)扶養している配偶者または親族に

日本年金機構ホームページ

住民税の非課税限度額基準額について

https://www.nenkin.go.jp/tokusetsu

/fuyo_threshold.html

2609 1034 0071

【別添3】
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※１ 配偶者が70歳以上または障害者の場合であっても、控除額の加算はありません。

※２ 配偶者が障害者でない場合には、控除の対象外です。

※３ 源泉徴収時に控除の対象とならない場合でも、本人所得が1,000万円以下、配偶者所得が133万円以下の場合には確定申告を

配偶者所得

95万円超
62万円超～

95万円以下
62万円以下

配偶者特別控除
（※１）

配偶者控除 （70歳以上の場合は控除額の加算あり）

障害者控除
900万円以下

控除対象外（※３）障害者控除 （※２、３）900万円超

１．控除対象となる配偶者の要件

控除対象となる配偶者の所得の要件が一部変更となりました。

受給者本人と生計を一にする配偶者（法律婚に限る）で、年間所得の見積額が以下に該当する方が対象です。

配偶者の収入が「年金のみで65歳以上の場合172万円以下、または65歳未満の場合122万円以下の年金額」の場合は

配偶者の所得は「62万円以下」に該当します。

２．扶養親族の要件

扶養親族の所得の要件が年間所得の見積額「58万円以下」から「62万円以下」に引き上げられました。

扶養親族とは受給者本人と生計を一にする配偶者以外の親族で、年間所得の見積額が62万円以下の方です。

３．19歳～22歳の配偶者以外の親族の要件

配偶者所得

95万円超
58万円超～

95万円以下
58万円以下

配偶者特別控除（※１）配偶者控除（70歳以上の場合は控除額の加算あり）、障害者控除900万円以下

控除対象外（※３）障害者控除（※2、３）900万円超

＜扶養親族等申告書に記載する配偶者以外の親族の範囲＞

特定親族
（※1）

老人扶養親族
控除対象扶養親族

（※3）特定扶養親族
控除対象扶養親族

（16歳以上）
扶養親族

（16歳未満）（※2）
16歳 19歳 23歳 70歳

62万円

85万円

123万円

親族の年齢

親族の年間所得見積額

受給者本人と生計を一にする年齢19歳～22歳（※１）の親族（配偶者を除きます）で、年間所得の見積額が「62万円超

行うことで、配偶者（特別）控除が受けられます。詳しくは、国税庁のホームページをご確認いただくか、お近くの税務署に

お問い合わせください。

～85万円以下」（※２）の親族は、「源泉控除対象親族」として、源泉徴収の際に控除を受けることができます。

※１ 平成17年１月２日から平成21年１月１日までに生まれた方

※２ 年間所得の見積額が62万円以下の場合は、上記２の扶養親族に該当します。また、年間所得の見積額が62万円を超える場合は、

障害者に該当しても障害者控除の対象となりません。

※１

※２

※３

特定親族の所得金額が85万円超123万円以下の場合は、確定申告を行うことで特定親族特別控除が受けられます。

控除を受けることができます。

詳しくは、国税庁のホームページをご確認いただくか、お近くの税務署にお問い合わせください。

30歳以上70歳未満の国外居住（非居住者）の親族については、別途条件があります。詳しくは日本年金機構ホームページを

ご覧ください。

16歳未満の扶養親族は所得税控除の対象外ですが、障害者に該当する場合は扶養親族等申告書に記載することで障害者

申告書に記載する親族

税制改正の内容

＜改正後 配偶者控除等（源泉徴収時）の要件＞

＜改正前 配偶者控除等（源泉徴収時）の要件＞

１．公的年金等の計算方法

公的年金等とは、厚生年金保険、国民年金、共済組合、恩給、厚生年金基金、国民年金基金などです。

●公的年金等以外の収入がある場合は、上記で計算した公的年金等の所得の見積額と、その他の収入の所得額を

合算した金額が年間所得の見積額となります（年金額が410万円を超える場合や、公的年金等以外に1,000万円

を超える所得がある場合の計算式は『日本年金機構ホームページ』等をご確認ください）。

所得の見積額は、収入から控除額等を差し引いたものです。

控除額は所得の種類ごとに計算方法が異なります。複数の収入がある方は、種類ごとの所得の見積額を計算し、その金額を

合計した額が所得金額となります。公的年金、給与以外の所得の計算方法等、詳しくは国税庁のホームページをご確認いた

だくか、お近くの税務署にお問い合わせください。

公的年金等控除額その年に受け取る年金額（A）
年金を受け取る人の

年齢

110万円330万円以下65歳以上

（昭和38年1月1日
以前生まれ） (Ａ)×25％ ＋ 27万5千円330万円超 410万円以下

60万円130万円以下65歳未満

（昭和38年1月2日
以後生まれ） (Ａ)×25％ ＋ 27万5千円130万円超 410万円以下

２．給与の計算方法

（１）給与所得の金額

（２）所得金額調整控除額

① 公的年金等にかかる雑所得の金額と給与所得控除後の給与等の金額がありその合計額が10万円を超える場合

② 給与収入が850万円を超え、本人が特別障害者に該当する等、一定の条件に該当する場合

詳しい条件や控除額の計算方法は日本年金機構ホームページ等をご覧ください。

※10万円を超える場合は10万円

（公的年金等に係る雑所得の金額は、下記「３．年金収入と給与収入がある場合」の規定の適用がないものとして計算した金額。）

「受け取る年金額」とは、社会保険料などが控除される前の合計年金額です。障害年金、遺族年金は非課税所得のため、

所得の見積額には含みません。「公的年金等控除額」は年金以外の所得額、年齢、受け取る年金額に応じて異なります。

所得金額調整控除額 ＝ 公的年金等に係る雑所得の金額（※） ＋給与所得控除後の給与等の金額（※）－10万円

公的年金等の収入と給与等の収入があり、上記で計算した公的年金等控除額と給与所得控除額の合計額が280万円

を超える場合には、その超える部分の金額を公的年金等控除額から控除します。

３．年金収入と給与収入がある場合

給与所得の金額給与の収入金額（Ｂ）

０円74万1千円未満

（B） － 74万円74万1千円以上 219万1千円未満

145万１千円219万1千円以上 219万3千円未満

145万３千円219万3千円以上 219万6千円未満

145万６千円219万6千円以上 220万円未満

給与所得の金額給与の収入金額（Ｂ）

（（B） ÷ 4（※）） × 2.8 － 8万円220万円以上 360万円未満

（（B） ÷ 4（※）） × 3.2 － 44万円360万円以上 660万円未満

（B） × 90％ － 110万円660万円以上 850万円未満

（B） － 195万円850万円以上

※千円未満切り捨て税制改正により、一部変更されました。

下記①または②に該当する場合は、給与所得から「所得金額調整控除額」が控除されます。

給与所得の金額は、下表のように給与の収入金額に応じて計算方法が異なります。

「年間所得の見積額」の計算方法

「その年に受け取る年金額（Ａ）」－「公的年金等控除額」＝「公的年金等にかかる雑所得の金額」

●収入が公的年金等のみ、または公的年金等以外の所得が1,000万円以下である場合

の公的年金等控除額

2
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※１ 配偶者が70歳以上または障害者の場合であっても、控除額の加算はありません。

※２ 配偶者が障害者でない場合には、控除の対象外です。

※３ 源泉徴収時に控除の対象とならない場合でも、本人所得が1,000万円以下、配偶者所得が133万円以下の場合には確定申告を

配偶者所得

95万円超
62万円超～

95万円以下
62万円以下

配偶者特別控除
（※１）

配偶者控除 （70歳以上の場合は控除額の加算あり）

障害者控除
900万円以下

控除対象外（※３）障害者控除 （※２、３）900万円超

１．控除対象となる配偶者の要件

控除対象となる配偶者の所得の要件が一部変更となりました。

受給者本人と生計を一にする配偶者（法律婚に限る）で、年間所得の見積額が以下に該当する方が対象です。

配偶者の収入が「年金のみで65歳以上の場合172万円以下、または65歳未満の場合122万円以下の年金額」の場合は

配偶者の所得は「62万円以下」に該当します。

２．扶養親族の要件

扶養親族の所得の要件が年間所得の見積額「58万円以下」から「62万円以下」に引き上げられました。

扶養親族とは受給者本人と生計を一にする配偶者以外の親族で、年間所得の見積額が62万円以下の方です。

３．19歳～22歳の配偶者以外の親族の要件

配偶者所得

95万円超
58万円超～

95万円以下
58万円以下

配偶者特別控除（※１）配偶者控除（70歳以上の場合は控除額の加算あり）、障害者控除900万円以下

控除対象外（※３）障害者控除（※2、３）900万円超

＜扶養親族等申告書に記載する配偶者以外の親族の範囲＞

特定親族
（※1）

老人扶養親族
控除対象扶養親族

（※3）特定扶養親族
控除対象扶養親族

（16歳以上）
扶養親族

（16歳未満）（※2）
16歳 19歳 23歳 70歳

62万円

85万円

123万円

親族の年齢

親族の年間所得見積額

受給者本人と生計を一にする年齢19歳～22歳（※１）の親族（配偶者を除きます）で、年間所得の見積額が「62万円超

行うことで、配偶者（特別）控除が受けられます。詳しくは、国税庁のホームページをご確認いただくか、お近くの税務署に

お問い合わせください。

～85万円以下」（※２）の親族は、「源泉控除対象親族」として、源泉徴収の際に控除を受けることができます。

※１ 平成17年１月２日から平成21年１月１日までに生まれた方

※２ 年間所得の見積額が62万円以下の場合は、上記２の扶養親族に該当します。また、年間所得の見積額が62万円を超える場合は、

障害者に該当しても障害者控除の対象となりません。

※１

※２

※３

特定親族の所得金額が85万円超123万円以下の場合は、確定申告を行うことで特定親族特別控除が受けられます。

控除を受けることができます。

詳しくは、国税庁のホームページをご確認いただくか、お近くの税務署にお問い合わせください。

30歳以上70歳未満の国外居住（非居住者）の親族については、別途条件があります。詳しくは日本年金機構ホームページを

ご覧ください。

16歳未満の扶養親族は所得税控除の対象外ですが、障害者に該当する場合は扶養親族等申告書に記載することで障害者

申告書に記載する親族

税制改正の内容

＜改正後 配偶者控除等（源泉徴収時）の要件＞

＜改正前 配偶者控除等（源泉徴収時）の要件＞

１．公的年金等の計算方法

公的年金等とは、厚生年金保険、国民年金、共済組合、恩給、厚生年金基金、国民年金基金などです。

●公的年金等以外の収入がある場合は、上記で計算した公的年金等の所得の見積額と、その他の収入の所得額を

合算した金額が年間所得の見積額となります（年金額が410万円を超える場合や、公的年金等以外に1,000万円

を超える所得がある場合の計算式は『日本年金機構ホームページ』等をご確認ください）。

所得の見積額は、収入から控除額等を差し引いたものです。

控除額は所得の種類ごとに計算方法が異なります。複数の収入がある方は、種類ごとの所得の見積額を計算し、その金額を

合計した額が所得金額となります。公的年金、給与以外の所得の計算方法等、詳しくは国税庁のホームページをご確認いた

だくか、お近くの税務署にお問い合わせください。

公的年金等控除額その年に受け取る年金額（A）
年金を受け取る人の

年齢

110万円330万円以下65歳以上

（昭和38年1月1日
以前生まれ） (Ａ)×25％ ＋ 27万5千円330万円超 410万円以下

60万円130万円以下65歳未満

（昭和38年1月2日
以後生まれ） (Ａ)×25％ ＋ 27万5千円130万円超 410万円以下

２．給与の計算方法

（１）給与所得の金額

（２）所得金額調整控除額

① 公的年金等にかかる雑所得の金額と給与所得控除後の給与等の金額がありその合計額が10万円を超える場合

② 給与収入が850万円を超え、本人が特別障害者に該当する等、一定の条件に該当する場合

詳しい条件や控除額の計算方法は日本年金機構ホームページ等をご覧ください。

※10万円を超える場合は10万円

（公的年金等に係る雑所得の金額は、下記「３．年金収入と給与収入がある場合」の規定の適用がないものとして計算した金額。）

「受け取る年金額」とは、社会保険料などが控除される前の合計年金額です。障害年金、遺族年金は非課税所得のため、

所得の見積額には含みません。「公的年金等控除額」は年金以外の所得額、年齢、受け取る年金額に応じて異なります。

所得金額調整控除額 ＝ 公的年金等に係る雑所得の金額（※） ＋給与所得控除後の給与等の金額（※）－10万円

公的年金等の収入と給与等の収入があり、上記で計算した公的年金等控除額と給与所得控除額の合計額が280万円

を超える場合には、その超える部分の金額を公的年金等控除額から控除します。

３．年金収入と給与収入がある場合

給与所得の金額給与の収入金額（Ｂ）

０円74万1千円未満

（B） － 74万円74万1千円以上 219万1千円未満

145万１千円219万1千円以上 219万3千円未満

145万３千円219万3千円以上 219万6千円未満

145万６千円219万6千円以上 220万円未満

給与所得の金額給与の収入金額（Ｂ）

（（B） ÷ 4（※）） × 2.8 － 8万円220万円以上 360万円未満

（（B） ÷ 4（※）） × 3.2 － 44万円360万円以上 660万円未満

（B） × 90％ － 110万円660万円以上 850万円未満

（B） － 195万円850万円以上

※千円未満切り捨て税制改正により、一部変更されました。

下記①または②に該当する場合は、給与所得から「所得金額調整控除額」が控除されます。

給与所得の金額は、下表のように給与の収入金額に応じて計算方法が異なります。

「年間所得の見積額」の計算方法

「その年に受け取る年金額（Ａ）」－「公的年金等控除額」＝「公的年金等にかかる雑所得の金額」

●収入が公的年金等のみ、または公的年金等以外の所得が1,000万円以下である場合

の公的年金等控除額
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※お問い合わせの際は、基礎年金番号、照会番号、個人番号がわかるものをご用意ください。

※050から始まる電話等ナビダイヤルをご利用いただけない電話でおかけになる場合は

・「ナビダイヤル」は、一般の固定電話からおかけになる場合、全国どこからでも市内通話料金でご利用できます。

携帯電話等、一般固定電話以外からおかけになる場合は、通常の通話料金がかかります。なお、通話料定額プランの対象外です。

・「03-6837-9932」におかけになる場合は、通常の通話料金がかかります。

・「0570」の最初の「0」を省略したり、市外局番を付けたりして間違い電話になるケースが発生しています。おかけ間違いのないようご注意ください。

１. 『扶養親族等申告書相談チャット』

３．日本年金機構ホームページ等で解決できないご照会はお電話でも承ります。

２. 『日本年金機構ホームページ』

受付時間：月曜日※1

火～金曜日 8:30～17:15
※2 第2土曜日以外の土・日・祝日、12/29～1/3はご利用いただけません。

※1 月曜日が祝日の場合は、翌日以降の平日初日に19:00まで受け付けます。

9:30～16:00第2土曜日※2

(東京)０３ー６８３７ー９９３２

※「親族関係書類」とは、次の①または②のいずれかの書類で、その非居住者があなたの配偶者または親族であることを証するものをいいます。

国内に住所を有さず、かつ、現在まで引き続いて１年以上国内に居所を有しない方を控除対象として申告する

場合、一定の要件があり、『親族関係書類』（※）を添付して提出することが必要です（電子申請は利用できません）。

詳しくは日本年金機構ホームページをご覧ください。

●「寡婦」・「ひとり親」とは

受給者本人が現在結婚をしてい

ない方、または配偶者の生死が

明らかでない方で、右図の条件

に該当する方（※１）です。

●「普通障害者」・「特別障害者」とは

所得税法上の障害者は、その障害の程度により、「普通障

害者」と「特別障害者」に区分されます（障害年金の等級と

は一致しません）。代表的な例は次のとおりです。その他

については『日本年金機構ホームページ』をご覧いただく

か、年金事務所または税務署にお問い合わせください。

2.特別障害者1.普通障害者障害の内容

精神障害者保健福
祉手帳の障害の
等級が１級の方

右の等級以外
の方

精神に障害がある方で
精神障害者
保健福祉手帳の交付を
受けている方

障害の程度が１級
または２級の方

障害の程度が
３級から６級の方

身体上の障害がある方
で身体障害者手帳の交
付を受けている方

０５７０-０８１-２４０（ナビダイヤル）

※1 住民票の続柄欄に「夫（未届）」「妻（未届）」、またはこれらと同様の記載がある場合を除きます。

※2 500万円を超える所得がある方は所得税の控除対象になりませんが、退職所得を除くと500万円以下となる場合は、

地方税の控除対象となります。その場合は「地方税控除のみ」（電子申請では「退職所得を除くと該当」）を選択してください。

※3 他の方と生計を一にする配偶者（所得額62万円以下に限る）、扶養親族になっておらず、受給者本人と生計を一にする所得額

62万円以下の子に限ります（税制改正により、「所得額58万円以下」から「所得額62万円以下」へ引き上げられました）。

子に62万円を超える所得がある場合は所得税の控除対象になりませんが、退職所得を除くと62万円以下となる場合は、地方

税の控除対象となります。その場合は「地方税控除のみ」（電子申請では「退職所得を除くと該当」）を選択してください。

① 戸籍の附票の写しその他の国または地方公共団体が発行した書類、およびその配偶者または親族の旅券の写し

なお、これらの書類が外国語で作成されている場合は、日本語での翻訳文が必要になります。

② 外国政府または外国の地方公共団体が発行した書類(その配偶者または親族の氏名、生年月日および住所または居所の記載があるものに限ります)

『扶養親族等申告書お問い合わせダイヤル』

8:30～19:00

・旅券の写しについては、国外にお住まいの方の氏名、生年月日等が記載されている身分事項のページの写しが必要です。

・外国政府または外国の地方公共団体が発行した書類は、具体的には、「戸籍謄本その他これに類する書類」「出生証明書」「婚姻証明書」等が該当します。

また、留学により国内に住所を有しなくなった親族（配偶者を除く）を申告する場合は、上記の親族関係書類に加え、現地の査証（ビザ）または在留カードの

写しで、対象の方が留学の在留資格に相当する資格をもって国外に在留することにより国内に住所および居所を有しなかった旨を証する書類を添付して

ください（これらのものが外国語で作成されている場合は、これらの翻訳文も必要です）。

控除の区分配偶者との関係扶養親族等の要件
受給者本人
の性別

本人の所得

ひとり親
死別・離婚・生死不明
婚姻歴なし

子（※3）がいる男性

５００万円
以下（※2）

ひとり親
死別・離婚・生死不明
婚姻歴なし

子（※3）がいる

女性 寡婦死別・生死不明扶養親族がいない

寡婦死別・離婚・生死不明子以外の扶養親族がいる

その他の用語等の説明（概要）

国外にお住まい（非居住者）の配偶者・親族がいる場合

お問い合わせ先

https://www.nenkin.go.jp/service/

seidozenpan/chatbot.html

https://www.nenkin.go.jp/tokusetsu/

denshi_fuyo.html
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2609 1034 0031

【別添４ー1】継続用
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32

【別添４ー1】継続用
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54

【別添４ー1】継続用
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76

【別添４ー1】継続用
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8

【別添４ー1】継続用
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2609 1034 0041

【別添４ー２】新規用

21



マイナアプリの利用登録を行い、ねんきんネットとの連携手続きが必要です（事前に手続きを行         っている場合は不要です）。

32

【別添４ー２】新規用
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54

【別添４ー２】新規用
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76

【別添４ー２】新規用
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8

【別添４ー２】新規用
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2609 1034 005
1

【別添５ー１】継続用
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2

【別添５ー１】継続用
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【別添５ー１】継続用
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4

【別添５ー１】継続用
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2609 1034 006
1

【別添５ー２】新規用
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【別添５ー２】新規用
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32

【別添５ー２】新規用
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【別添５ー２】新規用
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